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○大阪府市共同住吉母子医療センター（仮称）の整備

大阪府市統合本部会議において、「府立と市立の病院経営統合」、「大阪市立住吉市民病院の小児・周産期医療機能の統合」等の基本的方向性が決定されたことに伴い、急性期・総合医療センター敷地内における新棟「大阪府市共同住吉母子医療センター（仮称）」の整備について、平成25年２月定例府議会において予算案の提出を予定。
　

〇粒子線がん施設の整備

大阪府戦略本部会議（１/25）において、新成人病センター隣接地における粒子線がん施設の整備にかかる方針決定を受け、平成25年２月定例府議会において予算案の提出を予定。

　○運営費負担金の縮減

府の財政状況に鑑み、平成25年度の運営費負担金について一定の縮減（15億円）について、府の要請に対し協力。平成25年２月定例府議会において予算案の提出を予定。

　〇以上を事象を踏まえ、平成25年２月定例府議会において第2期中期目標、中期計画の変更議案の提出を予定。

中期目標（知事が議会の議決を経て作成し、法人に指示）

中期計画（法人が中期目標に基づき作成し、議会の議決を経て知事が認可）

公営企業型地方独立行政法人に係る中期目標及び中期計画の

変更手続き並びに変更内容等について

１　変更手続き

中　期　目　標
○　設立団体の長は、三年以上五年以下の期間において地方独立行政法人が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目標」という。）を定め、これを当該地方独立行政法人に指示するとともに、公表しなければならない。これを変更したときも、同様とする。

【法第25条第１項】

○　設立団体の長は、中期目標を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴くとともに、議会の議決を経なければならない。

【法第25条第３項】

中　期　計　画

○　地方独立行政法人は、中期目標に基づき、設立団体の規則で定めるところにより、当該中期目標を達成するための計画（以下「中期計画」という）を作成し、設立団体の長の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。
【法第26条第1項】
○　設立団体の長は、第一項の認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　【法第26条第3項】

○　設立団体の長は、公営企業型地方独立行政法人に係る中期計画について、第二十六条第一項の認可をしようとするときは、あらかじめ、議会の議決を経なければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【法第83条第3項】














資料１





＜主な変更点＞


〇追記事項


・平成28年度供用開始予定の「大阪府市共同住吉母子医療センター（仮称）」の整備の推進


・府市病院経営統合の検討の推進


・最先端医療の提供等のため新成人病センター隣接地の粒子線がん治療施設の用地取得・貸付及び同施設との連携方策の検討





＜主な変更点＞


○追記事項


・中期目標変更に伴う本文


　・施設設備整備計画


○変更事項


・予算計画、収支計画、資金計画への反映


・中期目標期間を超える債務負担（成人病C整備にかかるＰＦＩ事業など）





＜大　阪　府＞





＜府立病院機構＞





現行中期計画


（H23.3.31認可）





現行中期目標


(H23.3.25策定)





中期目標


変更案








議会の議決





評価委員会の意見聴取





中期目標の変更策定








中期計画変更案





指示








議会の議決





中期計画の変更の認可申請








知事認可





評価委員会の意見聴取





中期目標・計画の公表








